
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成22年５月14日

【四半期会計期間】 第48期第３四半期（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

【会社名】 東洋ドライルーブ株式会社

【英訳名】 TOYO DRILUBE CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　飯野　光彦

【本店の所在の場所】 東京都世田谷区代沢一丁目26番４号

【電話番号】 ０３－３４１２－５７１１

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長　　城戸　幸一

【最寄りの連絡場所】 東京都世田谷区代沢一丁目26番４号

【電話番号】 ０３－３４１２－５７１１

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長　　城戸　幸一

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

EDINET提出書類

東洋ドライルーブ株式会社(E01068)

四半期報告書

 1/24



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

前第３四半期
連結累計期間

第48期
当第３四半期
連結累計期間

第47期
前第３四半期
連結会計期間

第48期
当第３四半期
連結会計期間

第47期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

売上高（千円） 3,108,4042,924,655706,4371,008,8243,950,218

経常利益（△は損失）（千円） 167,091 269,835△53,006 112,777 194,886

四半期（当期）純利益

（△は損失）（千円）
69,230 135,878△30,356 61,019 32,436

純資産額（千円） － － 4,512,2184,494,7634,403,103

総資産額（千円） － － 6,064,8926,306,6075,966,683

１株当たり純資産額（円） － － 3,407.863,394.683,325.45

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△は損失）（円）
52.29 102.62 △22.93 46.09 24.50

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 74.4 71.3 73.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
229,325 591,596 － － 329,923

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△345,575△28,495 － － △398,798

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
249,993△41,317 － － 233,088

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,201,9121,746,1611,226,816

従業員数（人） － － 179 185 175

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(１）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 185 (37)

　（注）１．従業員数は、常用パートを含んだ就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から

グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員）は、当第３四半期連結

会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．当第３四半期連結会計期間において、従業員数は、中国連結子会社の操業拡大に備えた製造部門の人員増等

により、前四半期末対比６名増の185名になりました。　

(２）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 156 (37)

　（注） 従業員数は、当社から社外への出向者を除き、常用パートを含んだ就業人員であり、臨時雇用者数（人材派遣会社

からの派遣社員）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(１）生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　事業部門別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日） 前年同四半期比（％）

生産高（千円）

ドライルーブ部門 955,826 46.4

 
ドライルーブ製品の製造販売及びドライルーブ

製品のコーティング加工
943,558 44.5

 ドライルーブ製品のコーティング加工技術指導 12,267 －

その他部門 5,268 △91.9

合計 961,094 33.9

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(２）受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注状況を事業部門別に示すと、以下のとおりであります。

　事業部門別
受注高
（千円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同四半期比
（％）

ドライルーブ部門 1,053,716 68.8 189,565 70.1

 
ドライルーブ製品の製造販売及びドライルーブ

製品のコーティング加工
1,041,448 66.9 189,565 70.1

 ドライルーブ製品のコーティング加工技術指導 12,267 － － －

その他部門 3,315 △95.4 416 △87.6

合計 1,057,031 51.9 189,982 65.5

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(３）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　事業部門別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日） 前年同四半期比（％）

販売高（千円）

ドライルーブ部門 1,004,771 57.3

 
ドライルーブ製品の製造販売及びドライルーブ

製品のコーティング加工
992,503 55.4

 ドライルーブ製品のコーティング加工技術指導 12,267 －

その他部門 4,053 △94.0

合計 1,008,824 42.8

　（注）１．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本ワイパブレード㈱ 206,666 29.3 201,416 20.0

伊藤電機㈱ 87,410 12.4 177,479 17.6

㈱ケーヒン － － 131,740 13.1

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。　

（１）業績の状況　

当第３四半期連結会計期間の経済情勢は、海外経済において、アジア圏新興国や資源国に牽引された緩やかな

回復が続くなか、国内経済においても、政府の景気刺激策と輸出増加基調の下支えにより、景気持ち直しの兆しが

見られました。しかしながら、依然として雇用や賃金の本格的な回復は展望できず、企業の設備投資も抑制傾向に

あるなど、経済活動の水準は低位にあり、デフレ圧力も残存する状況にありました。

この間の当社グループを取り巻く事業環境は、政府の耐久財購入支援策効果並びに輸出増効果を受ける業界の

お取引先からの受注量が回復してまいりました。

このような情勢のなか、当社グループは、事業構造の再構築と併行して、既存・新規のお取引先各位に対する生

産動向の聴取並びに各種部品へのドライルーブ(機能性被膜)採用提案を基軸とする営業活動に邁進し、受注量の

確保に努めました。また、海外関係会社の受注生産量も、新年度(2010年１月～)に入り、新規の引合いが増加傾向

にあります。

この結果、当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は1,008百万円（前年同期比42.8％増）、

営業利益は113百万円（前年同期は△46百万円）、経常利益は112百万円（前年同期は△53百万円）、四半期純利

益は61百万円（前年同期は△30百万円）となりました。

当第３四半期連結会計期間におけるセグメント別の営業概況は次のとおりであります。

＜ドライルーブ事業＞

自動車機器業界向けは、エコカー減税・補助金政策の継続に伴い、ハイブリッド車や小型車などの環境対応車

関連のコーティング加工の受注が底堅く、併せて自動車機器メーカー各社の海外供給部品が増産傾向となりまし

た。

電子部品関連業界向けは、デジタル機器関連が堅調であり、また光学機器業界向けも、デジタルカメラ新機種関

連の生産が底堅く推移いたしました。

この結果、ドライルーブ事業の売上高は1,004百万円（前年同期比57.3％増）となりました。

＜その他事業＞

太陽光発電用のＡＴＩ電線(編組電線)の生産は、受注再開の目処が立たない状況が続いております。一般コン

シューマ向けルブダイヤシリーズの販売も、慎重な個人消費動向を受けて、需要が伸びず低調に推移しました。

この結果、その他事業の売上高は４百万円（前年同期比94.0％減）となりました。

(２）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ519百万円増加し、1,746

百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主たる要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、159百万円（前年同期における営業活動により使用した資金は111百万円）

となりました。主な要因は、資金流入では税金等調整前四半期純利益112百万円、減価償却費92百万円、仕入債務

の増加額53百万円、賞与引当金の増加額25百万円等であり、資金流出では売上債権の増加額103百万円、法人税等

の支払額20百万円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、19百万円（前年同期における投資活動により使用した資金は68百万円）と

なりました。主な要因は、資金流出では無形固定資産の取得による支出14百万円、有形固定資産の取得による支

出７百万円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は、17百万円（前年同期における財務活動により使用した資金は16百万円）と

なりました。主な要因は、資金流出では長期借入金の返済による支出16百万円等によるものです。
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(３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(４）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、18百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(５）資本の財源及び資本の流動性についての分析

資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ339百万円増加し、6,306百

万円（前期末比5.7％増）となりました。これは主に、未収還付法人税等111百万円の減少等がありましたが、現金

及び預金489百万円の増加、受取手形及び売掛金129百万円の増加等により、流動資産が499百万円増加したことに

よるものです。

当第３四半期連結会計期間末の負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べ248百万円増加し、1,811百

万円（前期末比15.9％増）となりました。これは主に、支払手形及び買掛金68百万円の増加、短期借入金40百万円

の増加、未払法人税等が153百万円増加したことによるものです。

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ91百万円増加し、4,494百

万円（前期末比2.1％増）となりました。これは主に、第３四半期純利益135百万円増加した一方、配当金の支払33

百万円により、利益剰余金が102百万円増加したことによるものです。

これらの結果、自己資本比率は71.3％となりました。　

(６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの売上高において、自動車関連業界への売上比率は合計で70％強（前連結会計年度）と高率であ

り、世界的に自動車生産が停滞した場合、特に国内自動車メーカーの生産が落ち込んだ場合には経営環境は厳し

い状況が予測されます。

当社グループは、その他事業のＩＭＣ製品の量販受注活動に積極的に取り組み、本格事業化を推し進めており

ます。
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第３【設備の状況】
(１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(２）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,240,000

計 4,240,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月14日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,355,000 1,355,000
　大阪証券取引所　　　　（ＪＡＳ

ＤＡＱ市場）
（注）１

計 1,355,000 1,355,000 － －

　（注）１．普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない標準となる株式で単元株式数は100株でありま

す。

２．「提出日現在発行数」の欄には、平成22年５月１日からこの四半期報告書提出日までの、新株予約権の行使

により発行された株式数は含まれておりません。

３．第３四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。なお、ジャスダッ

ク証券取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の上場金融商品

取引所は、大阪証券取引所であります。　

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年２月17日臨時株主総会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） 2,310

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 23,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 26,000

新株予約権の行使期間 平成20年２月18日から平成25年２月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　2,600

資本組入額　　1,300

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権者は、権利行使時において当社または当社

子会社の取締役、監査役叉は使用人のいずれかの地位

を有している場合に限る。ただし、新株予約権者が、定

年退職、任期満了による退任または当社もしくは当社

子会社の都合によりこれらの地位を失った場合はこの

限りでない。

２．新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人

による本新株予約権の行使を認めない。

３．各新株予約権の一部行使はできないものとする。

４．その他の条件については、株主総会および取締役会決

議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ──────

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ──────
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　（注）１．株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

２．他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本件新株予約権が承継される場合、または新設分割もしくは吸収

分割を行う場合、必要と認める株式数の調整を行う。

３．株式の分割・併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端

数は切り上げる。

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　１／分割・併合の比率

４．時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分を行うときは、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝　（既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当り払込金額）／（既発行

株式数＋新発行株式数）

５．平成18年10月13日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年11月１日付をもって普通株式１株を10株に

分割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日
－ 1,355,000 － 375,956 － 327,956

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  　

 

30,900

 

－

 

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　 1,323,400 13,234 同上

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数  1,355,000 － －

総株主の議決権 － 13,234 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には自己保有株式39株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

東洋ドライルーブ

株式会社

東京都世田谷区代

沢1-26-4
30,900 － 30,900 2.3

計 － 30,900 － 30,900 2.3
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 821 903 920 900 895 891 1,121 1,260 1,335

最低（円） 765 780 820 850 770 780 901 1,075 1,200

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期

間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期

連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年７月１

日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第

３四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,922,260 1,432,911

受取手形及び売掛金 765,873 636,287

商品及び製品 71,575 69,385

仕掛品 31,675 27,139

原材料及び貯蔵品 37,874 40,157

未収還付法人税等 － 111,168

繰延税金資産 30,500 1,840

その他 6,247 47,851

貸倒引当金 △160 △146

流動資産合計 2,865,848 2,366,595

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,652,723 1,653,395

減価償却累計額 △793,779 △747,283

建物及び構築物（純額） 858,943 906,111

機械装置及び運搬具 1,254,335 1,254,412

減価償却累計額 △842,586 △704,657

機械装置及び運搬具（純額） 411,748 549,754

工具、器具及び備品 91,014 86,659

減価償却累計額 △73,266 △65,699

工具、器具及び備品（純額） 17,748 20,959

土地 1,225,144 1,225,144

建設仮勘定 24,169 23,540

有形固定資産合計 2,537,756 2,725,511

無形固定資産 69,982 22,303

投資その他の資産

投資有価証券 42,149 41,414

関係会社出資金 586,669 606,577

繰延税金資産 91,282 78,818

その他 112,917 125,463

投資その他の資産合計 833,019 852,273

固定資産合計 3,440,758 3,600,088

資産合計 6,306,607 5,966,683
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 312,147 243,470

短期借入金 40,440 －

1年内返済予定の長期借入金 64,000 64,000

未払法人税等 153,227 －

賞与引当金 39,562 16,674

その他 98,907 85,192

流動負債合計 708,285 409,337

固定負債

社債 400,000 400,000

長期借入金 456,000 504,000

退職給付引当金 102,312 108,873

長期未払金 145,245 141,370

固定負債合計 1,103,558 1,154,243

負債合計 1,811,843 1,563,580

純資産の部

株主資本

資本金 375,956 375,956

資本剰余金 460,956 460,956

利益剰余金 3,706,530 3,603,753

自己株式 △11,523 △11,523

株主資本合計 4,531,919 4,429,142

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,646 △1,977

為替換算調整勘定 △35,509 △24,061

評価・換算差額等合計 △37,156 △26,039

純資産合計 4,494,763 4,403,103

負債純資産合計 6,306,607 5,966,683
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 3,108,404 2,924,655

売上原価 2,285,528 2,122,647

売上総利益 822,876 802,007

販売費及び一般管理費 ※
 626,499

※
 517,182

営業利益 196,377 284,824

営業外収益

受取利息 1,494 1,475

受取配当金 115 2

受取保険料 14,454 17,317

その他 3,917 6,836

営業外収益合計 19,981 25,630

営業外費用

支払利息 7,154 9,436

社債利息 5,524 5,544

為替差損 29,362 10,285

持分法による投資損失 5,524 13,772

その他 1,701 1,580

営業外費用合計 49,267 40,620

経常利益 167,091 269,835

特別利益

固定資産売却益 598 156

特別利益合計 598 156

特別損失

固定資産除却損 1,958 604

固定資産売却損 99 －

投資有価証券評価損 5,571 －

退職特別加算金 － 13,280

特別損失合計 7,629 13,885

税金等調整前四半期純利益 160,060 256,107

法人税、住民税及び事業税 104,738 161,577

法人税等調整額 △13,908 △41,349

法人税等合計 90,829 120,228

四半期純利益 69,230 135,878

EDINET提出書類

東洋ドライルーブ株式会社(E01068)

四半期報告書

15/24



【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 706,437 1,008,824

売上原価 556,058 724,804

売上総利益 150,379 284,020

販売費及び一般管理費 ※
 196,382

※
 170,229

営業利益又は営業損失（△） △46,003 113,790

営業外収益

受取利息 523 674

受取配当金 0 －

為替差益 － 4,459

持分法による投資利益 3,341 －

受取地代家賃 1,166 －

受取保険料 － 1,888

その他 62 18

営業外収益合計 5,094 7,040

営業外費用

支払利息 2,529 3,005

社債利息 1,824 1,824

為替差損 7,307 －

持分法による投資損失 － 2,756

その他 436 467

営業外費用合計 12,097 8,054

経常利益又は経常損失（△） △53,006 112,777

特別利益

固定資産売却益 598 －

特別利益合計 598 －

特別損失

固定資産除却損 278 26

投資有価証券評価損 5,571 －

特別損失合計 5,850 26

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△58,257 112,750

法人税、住民税及び事業税 △17,695 79,961

法人税等調整額 △10,206 △28,230

法人税等合計 △27,901 51,730

四半期純利益又は四半期純損失（△） △30,356 61,019
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 160,060 256,107

減価償却費 206,515 210,602

持分法による投資損益（△は益） 5,524 13,772

貸倒引当金の増減額（△は減少） 34 13

賞与引当金の増減額（△は減少） 36,610 22,888

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,575 △6,560

受取利息及び受取配当金 △1,609 △1,477

支払利息及び社債利息 12,679 14,981

為替差損益（△は益） 27,373 10,317

固定資産除売却損益（△は益） 1,459 447

有価証券評価損益（△は益） 5,571 －

売上債権の増減額（△は増加） 276,725 △129,525

たな卸資産の増減額（△は増加） 87,378 △4,725

その他の流動資産の増減額（△は増加） 19,432 41,989

仕入債務の増減額（△は減少） △235,832 68,494

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,170 7,287

その他の流動負債の増減額（△は減少） △4,361 △12,067

その他 △67,881 8,102

小計 531,085 500,648

利息及び配当金の受取額 1,609 2,379

利息の支払額 △9,643 △10,042

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △293,726 98,611

営業活動によるキャッシュ・フロー 229,325 591,596

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △388,100 △286,195

定期預金の払戻による収入 388,095 316,191

有形固定資産の取得による支出 △313,395 △29,646

無形固定資産の取得による支出 － △37,270

投資有価証券の取得による支出 △30,178 △179

その他 △1,995 8,605

投資活動によるキャッシュ・フロー △345,575 △28,495

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 41,130

長期借入れによる収入 300,000 －

長期借入金の返済による支出 △16,000 △48,000

配当金の支払額 △33,101 △33,101

その他 △904 △1,346

財務活動によるキャッシュ・フロー 249,993 △41,317

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,429 △2,438

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 125,314 519,345

現金及び現金同等物の期首残高 1,076,598 1,226,816

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,201,912

※
 1,746,161
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「無形固定資産の取得による支出」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記するこ

ととしました。なお、前第３四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる

「無形固定資産の取得による支出」は97千円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１．たな卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸

を省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法に

より算定する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 減価償却の方法として定率法を採用している資産については、連結会計

年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっておりま

す。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自平成21年７月１日　至平成22年３月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

　受取手形裏書譲渡高 55,621千円 　受取手形裏書譲渡高 19,489千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給与 138,401千円

役員報酬 120,887 

研究開発費 71,531 

支払手数料 59,865 

賞与引当金繰入額 18,896 

退職給付費用 4,555 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給与 126,900千円

役員報酬 98,577 

研究開発費 58,526 

支払手数料 40,715 

賞与引当金繰入額 12,997 

退職給付費用 3,480 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給与 39,610千円

役員報酬 33,059 

支払手数料 25,282 

研究開発費 23,650 

賞与引当金繰入額 12,715 

退職給付費用 980 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給与 36,698千円

役員報酬 32,859 

支払手数料 10,417 

研究開発費 18,418 

賞与引当金繰入額 8,718 

退職給付費用 1,131 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,408,007千円　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △206,095千円　

現金及び現金同等物 1,201,912千円　

　

現金及び預金勘定 1,922,260千円　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △176,099千円　

現金及び現金同等物 1,746,161千円　
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年７月１日　至　

平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　1,355,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 30,939株

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年９月29日

定時株主総会
普通株式 33,101 25平成21年６月30日平成21年９月30日利益剰余金

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

　ドライルーブ事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　前第３四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年７月１日　至平成22年３月31日）

　ドライルーブ事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　前第３四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年７月１日　至平成22年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　前第３四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年７月１日　至平成22年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 3,394.68円 １株当たり純資産額 3,325.45円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 52.29円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 102.62円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

四半期純利益（千円） 69,230 135,878

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 69,230 135,878

期中平均株式数（株） 1,324,061 1,324,061

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

　－ 　－

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 22.93円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 46.09円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額（△は損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

四半期純利益（△は損失）（千円） △30,356 61,019

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（△は損失）（千円） △30,356 61,019

期中平均株式数（株） 1,324,061 1,324,061

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

　－ 　－

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月15日

東洋ドライルーブ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 布施木　 孝  叔　 印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 仲  井　 一  彦 　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 入  江 　秀  雄　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋ドライルーブ株

式会社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋ドライルーブ株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　２.四半期連結財務諸表の範囲にＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月14日

東洋ドライルーブ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 仲　井　 一　彦　 印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 秋　山　 賢　一 　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 入  江 　秀  雄　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋ドライルーブ株

式会社の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋ドライルーブ株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　２.四半期連結財務諸表の範囲にＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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